２　合併経過と手続

　ところで羽合町農協が昭和４７年４月１日合併を実現するに至ったのは、３９年３月から８年がかりでようやく実現したもので、その経緯について概要を述べてみる。

羽合町４農協合併
　昭和２８年４月１日羽合町合併の旧４か村合併協定書に盛られた事項の第１４項目に「農業協同組合の統合

に対する動き
促進の問題」として取り上げられている事項は、「従来どおりとして将来の研究課題とする」となっていて、農協合併は町村合併と同時にその必要性が感じられており、特に組合員数の少ない橋津、宇野農協では農協としての主体性を保つための規模が小さく、近代化される農業経営にマッチした運営が困難になりつつあった。このような事象は橋津や宇野のみでなく全県的、全国的な傾向であり、また長瀬、浅津農協においても現在の規模で満足できるものではなく、３６年に三朝、３７年に大栄、東伯、３８年に倉吉と合併が進むにつれ、いずれ近い将来合併すべき時期が到来していることは関係者の間で考えられていた問題であった。

　ちょうどこうした時期に、第１次農業構造改善事業として羽合砂丘地区土地改良事業が昭和４０年から開始されることとなり、これと並行して農協合併を行い強力な営農指導体制を整えようとする気運が高まってきた。この合併を推進しようとする構えは、農林省の指導方針を受けて、鳥取県の農協合併に対する基本的態度が構造改善事業の認可と引換条件として打ち出されてきたもので、第１次構造改善事業実施の前提ともなっていた。また前述したとおり農協合併助成法の適用を受けるためには４０年１２月までに合併計画書の提出が義務づけられており、羽合町として早急に４農協の合併促進に乗りだした訳である。
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町農協合併研究協
　羽合町では農協合併の実施目標を４０年３月に置き、昭和３９年３月２８日「農協合併研究協議会」が発足
議会の発足
した。しかし、いざ合併の具体的な条件や項目にふれてゆくにつれ、各農協の利害得失がからみあい、町当局の努力にもかかわらず協議は進展しなかった。具体的協議のなかで問題となったのは大体次の事項であった。
農協合併の問題点
１、農協合併すれば職員の待遇のみ改善され、農協本来の目的である組合員とのつながりが薄れることはない


　か。

２、合併後は本所中心主義となり、本所地区以外の組合員のサービス不徹底となる恐れはないか。

３、現在の４農協は組合員数、資産、取扱実績等に大きな格差があり、合併後の組合運営に健全な経営が期待


　できない。


４、本所の位置をどこにするか。


５、現在果実部は実質的に独立しているが、合併後は果実部を含めた総合農協となるため、果樹農家は現在以

　上の負担増となり、さらに果樹農家への指導とサービス低下が予想されるので果樹農家は合併を好まない。

６、町内４農協の合併により、将来を見通して郡内１本の大合併か、もしくは北溟ブロックの合併を考えるべ


　きでないか。

　以上のような問題点が浮きぼりにされながらも尚合併への努力が積み重ねられたが、結局３項及び５項の点で行きづまり、特に５項の果実組合の合併問題は地域的に考えかたの相違が大きく出てきて、これ以上の進展
農協合併と農業構
を早急にはかることが不可能となってきた。従って合併協議会はその後自然消滅のかたちとなり、県当局に対
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造改善事業の関係
しても今回の第１次構造改善事業の認可と切離して考慮してもらうことの諒承を得た。その後第１次構造改善事業（砂丘地区改良事業）の追加事業として浅津地区及び宇野地区の梨園及びそ菜加工施設改良事業が昭和４２年度から計画されるになったが、この事業内容のうち浅津地区に近代化施設として選果機の導入が計画された。この選果機導入計画に当って、県側ではさきに農協合併計画がお流れとなった主因に５か所の果実組合の統合問題があったことから、今回の浅津、宇野地区の梨園改良事業の認可を条件に、当面の責任者である浅津農協本多組合長から鳥取県農林部長に対し、昭和４５年度に農協合併することが確約された。
県の合併指導
　これとは別に、昭和３４年８月鳥取県農協合併を促進するため中央会の指導によって「鳥取県農業協同組合組織整備促進委員会」が設置され、問題を抱えて行きづまっている町村の農協合併をさらに促進するため、合併推進期間を４５年４月～４７年３月にしぼり未合併町村の指導に乗り出した。羽合町の行政指導部でもこうした機会をとらえ、まず県主催による羽合町農協合併推進会議を４５年６月１６日開催し、続いて振興局主催による農協合併推進指導者会議が開かれて行政当局、農協関係者の合併に対する必要性の意識向上につとめた。さらに羽合町としてもこれらの意向を受け、町主催におる農協合併促進打合会を開き、本格的な合併推進の動きがみられた。


　さきの合併促進打合会において協議された方向は、県中央会で指導している農協組織整備促進要綱に定めら

農協合併研究協議
れている市町村に合併研究協議会を設けることを確認しているため、４５年９月２０日「羽合町農協合併研究

会の発足
協議会」が発足した。この協議会はあくまで行政指導段階であり、羽合町が主催して農協関係者を交えて基本事項を研究協議するものであり、研究組織を組織部会・財務部会に分けて研究することとなった。しかし総論として賛成はするものの、各組合の具体的問題については納得を得られない点が多く、研究会は町当局の焦燥にもかかわらず急速な進展はみられなかった。しかし数回にわたる研究協議によって、従来から難題となっていた果実組合の統合も一部を除いて見通しもつき、また本所をどこにするか、各地区から選出する役員の振り分け等についても大筋で諒解点に達し、ようやく合併に対する見通しがついた。このため４７年２月１８日合併研究会を合併協議会に切換え、いよいよ予備調印原案作成に取りかかり、同月２１日各農協組合長（橋津を除く）羽合町長署名による「羽合町農業協同組合合併予備契約書」が締結された。
合併までの経過
　この予備調印に至るまでの各種協議会等の歩みと、調印後における人事問題等に関する協議会の歩みを記録しておく。


　昭和39･3･28　合併研究協議会発足　　　　　　47･2･2　果実部会（統一選果所問題協議）

　昭和39･12･25　合併自然消滅　　　　　　 　　〃〃 7　統一選果所問題につき振興局長と協議、方針決定


　　　42･11･30　農協合併促進協議会(県主催)　　〃〃 12　橋津農協役員会（合併問題協議）

　　　43･3･31　農協合併協議会(振興局主催)　　 〃〃 16　　　　〃　　　　　　　〃


　　　45･6･16　農協合併推進会議(県主催)　　　〃〃 18　４農協組合長会（調印式、合併決議総会日程協議）

　　　〃 〃30　農協合併推進指導者会議(振興局主催)〃〃 19　浅津農協役員会(本所事務所組合長問題協議)


　　　〃 7･ 6　農協合併促進打合会(町長主催)　〃〃 21　農協合併予備契約調印式（橋津農協不参加）


　　　〃 9･ 2　　　　　〃　　　　　 〃　　　〃〃 27　橋津農協臨時総会（合併決議）


　　　〃 〃20　農協合併研究協議会発足　　 　〃〃 28　長瀬、浅津、宇野臨時総会（合併決議）


　　　47･1･18　農協合併協議会に組織変更　　 〃〃 29　橋津農協役員会（人事問題、調印問題協議）


　　　〃 〃20　浅津農協役員会(合併問題協議)　〃3･  1　　　　〃　　　　　　　　〃


　　　〃 〃25　長瀬農協役員会(合併を議決)  　〃〃  4　合併予備契約書に橋津農協調印


　　　47･3･9　羽合町農協設立委員会発足(委員長本多不二雄)  47･3･25　浅津農協役員会(組合長問題協議)
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　　　〃 〃14　橋津農協役員会(人事問題協議解決) 〃〃 27　設立委員会及び全体役員会(　　　　　　　)

　　　〃 〃21　浅津農協役員会(組合長問題協議) 〃〃 29　浅津農協役員会（組合長問題協議）


　　　〃 〃21　羽合町農協設立委員会(　 〃 　) 〃〃 30　羽合町農協認可申請


　　　〃 〃22　浅津農協役員会　　　(　 〃 　) 〃〃 〃　羽合町農協認可


　　　〃 〃22　羽合町農協設立委員会(　 〃 　) 〃4 ･ 1　羽合町農協開所式

　　　〃 〃23　長瀬、浅津農協合同役員会( 〃) 〃〃 28　羽合町農協合併記念式典


　　　47･3･24　設立委員会及全体役員会(組合長問題協議)

農協合併と果実組
　このように羽合農協合併発足までには果実組合（部）統一問題、本所の位置問題、人事問題等がからみ合い、
合との関係
昭和４７年度である４月１日にかろうじて滑り込みセーフをした合併であった。また一番難問題として協議された梨果実組合の統合問題は、長瀬を除く３農協は名目的に農協組織の果実部となっており、当然農協合併と同一的に取り扱われるのが本筋であった。しかし実質運営は任意組合的な独立した組合であって、果実組合の合併問題は一応棚上げされて農協合併が先行した形となった。しかし第２次構造改善事業の計画実施に当って、農業近代化施設として羽合町統一選果所の設置を昭和４８年度に設置することが約束され、すでに近代的選果所が完成して運営されている。昭和５０年までに一本化されていない果実組合は、橋津、田後の２地区である。

　なお調印された「合併予備契約書」と「財産評価持分調整要領」の全文を次に掲げておく。


　　　　　　　　羽合町農業協同組合合併予備契約書
合併予備契約書全
　羽合町管内の後記各農業協同組合（以下「関係組合」という。）を合併して、新たに羽合町農業協同組合（以
文
下「新組合」という。）を設立することについて、次のとおり契約を締結する。

第１条　関係組合は合併して新組合を設立し、関係組合は解散する。

第２条　合併期日、昭和４７年４月１日とする。

第３条　新組合の定款作成の基本となる事業は次のとおりとする。

（定款作成基本事
　１、新組合の行う事業は次のとおりとする。

業）
　（１）組合員の事業又は生活に必要な資金の貸付。


　（２）組合員の貯金又は定期積金の受入れ。


　（３）組合員の事業又は生活に必要な物資の供給。

　（４）組合員の事業又は生活に必要な共同利用施設（医療に関するものを除く）の設置

　（５）農作業の共同化その他農業労働の効率の増進に関する施設。


　（６）農業の目的に供される土地の造成、改良若しくは管理、農業の目的に供するための土地の売渡し、貸


　　　付け若しくは交換又は農業水利施設の設置若しくは管理。


　（７）組合員の生産する物資の運搬、加工、貯蔵又は販売。


　（８）農村工業に関する施設。


　（９）共済に関する施設。


　（１０）医療に関する施設。


　（１１）組合員の農業に関する技術及び経営の向上を図るための教育、又は農村の生活及び文化の改善に関


　　　　する施設。

　（１２）組合員の海外移住に関する事業。


　（１３）組合員の経済的地位の改善のためにする団体協約の締結。


　（１４）農業倉庫業法に基づく農業倉庫事業。


　（１５）地方自治法施行令に基づく地方公共団体の金庫事務並びに貸付。


　（１６）鳥取県農業信用基金協会及び財団法人鳥取県農業拓殖基金協会の委託を受けてする業務の代理。


　（１７）農業者年金基金の業務の代理。


　（１８）第１号から第１５号までの各号の事業に附帯する事業。


　（１９）この組合は、組合員の委託を受けて行う農業の経営事業を行う。


　（２０）この組合は組合員の委託により、農地等を貸付けの方法により運用すること、又は売り渡すことを


　　　　目的とする信託の引受けを行う。


　（２１）この組合は、組合員の委託を受けて行う転用相当農地等の売渡し、又は区画形質の変更（その変更


　　　　に係る土地の売渡しを含む）の事業並びに組合員からの転用相当農地等の買入れ及びその買入れに係


　　　　る土地の売渡し（当該土地の区画形質を変更してする売渡しを含む）の事業を行う。


　（２２）この組合は、組合員のためにする事業の遂行を妨げない限度において、地方公共団体に対し、次の

　　　　各号に掲げる資金の貸付けを行う。

　　　　１　償還期限が一年以内の資金の貸付け

　　　　２　田を田以外のものにするために、田を取得するために必要な資金の貸付けであって償還期限が５

　　　　　年以内のもの（前号に掲げるものを除く）。

（新組合事務所）
　２、新組合の名称は、羽合町農業協同組合という。

　３、新組合の地区は、鳥取県東伯郡羽合町の地域とする。

　４、新組合の事務所は次のとおりとする。


　　　　主たる事務所の所在地（本所）

　　　　　羽合町大字久留２６番地の１

　　　　従たる事務所の所在地（支所）


　　　　　羽合町大字久留２６番地の１

　　　　　羽合町大字下浅津１８３番地


　　　　　羽合町大字橋津３６４番地


　　　　　羽合町大字宇野１５６８番地

（新組合員資格）
　５、新組合の組合員の資格は次のとおりとする。


　（１）正組合員の資格


　　　ア、１０ａ以上の土地を耕作する農民で、その耕作する土地又は住所がこの組合の地区内にあるもの。


　　　イ、１年のうち９０日以上農業に従事する農民で、その住所がこの組合の地区にあるもの。


　　　ウ、農業の経営を行う農事組合法人並びに農業の経営（これとあわせ行う林業の経営を含む）及びこれ


　　　　に附帯する事業のみを行うその他の法人で、その事務所又はその経営に係る土地がこの組合の地区内


　　　　にあるもの。

　（２）準組合員の資格

　　　ア、この組合の地区内に住所を有する個人で、この組合の施設を利用することが適当であると認められ


　　　　るもの。


　　　イ、この組合の地区の全部又は一部を地区とする農業協同組合。

　　　ウ、農事組合法人等この組合の地区内に住所を有する農民が主たる構成員となっている団体で、協同組


　　　　織のもとに当該構成員の共同の利益を増進することを目的とするもの、その他この組合の地区内に住


　　　　所を有する農民が主たる構成員又は出資者となっている団体であって、この組合の施設を利用するこ


　　　　とが適当であると認められるもの（前項第３号及び前号に掲げるものを除く）。

　（３）組合員となろうとする者が、組合員たる資格を有するか否か明らかでないときは理事会でこれを決め


　　　る。

（新組合役員）
　６、新組合の役員の定数、選出方法及び任期は次のとおりとする。

　（１）役員の定数は、理事２２人、監事４とする。ただし、合併初年度は、理事４２人、監事１４人とする。

　（２）選出方法

　　　役員の選出方法は、選挙制とし、付属書によるものとする。


　（３）理事は組合長１人を互選し、必要あるときは専務理事１人、常務理事若干名を互選することができる。


　（４）役員の任期は３年とする。ただし合併初年度は１年以内とする。


　７、新組合の出資１口金額は１,０００円とする。


　八、新組合の事業年度は毎年２月１日から翌年１月３１日までとする。

第４条　新組合の定款作成その他設立に必要な行為をなす設立委員は第９条で定める関係組合の総会において、

  正組合員の中から各５人を選出するものとする。
                   第５条　新組合が合併期日において関係組合の組合員に対して交付する出資金額は、別に定める財産評価持分調

　整要領に基づき計算された額とする。ただし出資金の交付にあたり、新組合の出資１口金額に満たない端数

　が生じたときは、その端数金額は出資予約貯金とするものとする。
（旧組合から新組
第６条　関係組合は合併基準日現在の財産目録、貸借対照表を基礎とし、合併期日において、その資産、負債

合への引継等）
　及び権利義務の一切を新組合に引き継ぐものとする。


第７条　関係組合が引継いだ資産、負債につき、合併実施後において各種関係書類並びにこれに附属する証ひ

　ょう書類に誤謬脱落があったため、又はかくれた瑕疵があったときは、その責任の生じた組合の理事又は監

　事は、各々の責任において個人の資格で新組合に対し、その損害額の補てんをするものとする。

　ただし損害補てんの責任は、合併したときから２年とする。


第８条　合併期日における関係組合の職員は、新組合が全員これを引継ぐものとする。


　ただし、この契約締結後において、新規に職員を採用しなければならないときは、関係組合の代表者の合意


　によって行うものとする。


第９条　関係組合は合併総会を開催し、この契約の承認及び合併に必要な事項の議決を得るものとする。


第１０条　この契約に規定するもののほか、合併に関して必要な事項があるときは、この契約の主旨に反しな


　い限り関係組合の代表者が協議のうえ決定するものとする。


第１１条　本契約は関係組合が第９条に規定した総会において承認を得た旨を通知することによって、同一内


　容の合併契約が締結されたものとし、その効力は知事の認可を得たときから生ずる。

　この契約の証として、本書５通を作成し、関係組合及び立会人として羽合町長署名捺印のうえ、各々その１

　通を保有する。

　　　昭和４７年２月２１日

　　東伯郡羽合町大字久留２６番地の１

　　　　長瀬農業協同組合　　　　　　　　　　　　組合長理事　　椿　　　　　　徳　　　㊞

　　東伯郡羽合町大字下浅津１８３番地

　　　　浅津農業協同組合　　　　　　　　　　　　組合長理事　　本　　多　　不二雄　㊞


　　東伯郡羽合町大字橋津３６４番地

　　　　橋津農業協同組合　　　　　　　　　　　　組合長理事　　山　　崎　　春　　吉　㊞


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（橋津農協のみ３月４日調印）

　　東伯郡羽合町大字宇野１５６８番地

　　　　宇野農業協同組合　　　　　　　　　　　　組合長理事　　西　　村　　清　　安　㊞


　　　　　　　　　　　立　会　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東伯郡羽合町長　　故　　島　　賢　　市　㊞
（付属書）
　　　　　　　　　　　付　属　書

　１、主たる事務所の所在地（本所）は、当分の間現在の長瀬農協の所在地とする。

　２、現在の組合の正組合員は、合併によって不利益にならないようにする。

　３、役員の定数及び選出方法

	名　　称
	区　　　　　　域
	定　　数
	合併初年度

	
	
	理事
	監事
	理事
	監事

	第１選挙区
	長瀬、田後、久留、水下
	９
	１
	１６
	３

	第２選挙区
	上浅津、下浅津、南谷、光吉
	７
	１
	１０
	４

	第３選挙区
	赤池、上橋津、橋津
	３
	１
	７
	４

	第４選挙区
	宇野
	３
	１
	９
	３

	計
	
	２２
	４
	４２
	１４



　４、果実組織の整備

　　　農業振興計画により昭和４９年度を目標として統一選果所の建設を行い、名実ともに集出荷、販売指導
　　　　　　　　　　　　体制の一元化を図る。

　　　したがって現施設については、帳簿価額により引継ぎ統一選果所建設運営の時点において、帳簿価額で

　　返す。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上


　　　財産評価持分調整要領
財産評価持分調整
　各組合の財産評価及び持分調整を次の要領によって行う。

要領
１、財産調整の方針

（１）合併によって設立する新組合は旧組合の一切の権利義務を引継ぐ。（農協法６８条）

（２）引継ぎの財産についてはその内容を健全なものにし、しかも各組合間の財産の価値が不公平を生じない

　　ように一定の基準で評価する。


（３）各組合の持分の調整にあたっては、新組合の経営に過大な負担をかけぬようなるべく圧縮する。


（４）合併前の組合の欠損は合併前の組合で解決し、合併前の組合の利益は合併前の組合の組合員の持分と


　　して受ける。

２、基本的事項

（１）財務部会は、財務調整基準日における各組合の一切の財産について適正公平なる評価を実施して、その


　　評価損益は原則として各組合に帰属せしめる。

（２）昭和４６年１２月３１日を財務調整基準日として評価を実施する。

（３）固定資産の評価は夫々専門家に委嘱して調査にあたらせその結果を財務部会で審議決定する。


（４）固定資産以外の流動資産負債及び資本については、県の財務確認検査をもって確定するものとする。

３、評価基準及び評価方法


（１）固定資産


　　ア、土地は専門家の評価した価額と取得価額を比較し何れか高い価額を評価額とする。


　　イ、建物及び構築物は、専門家の評価した価額と帳簿価額（取得価額より定率法による法定償却額を差引）


　　　を比較し何れか高い価格を評価額とする。


　　ウ、機械装置・車輌運搬具・器具備品などは取得価額より定率法による法定償却額を差引いた額を評価額


　　　とする。ただし遊休資産は処分見込み額とする。


（２）有価証券


　　　原価を評価額とする。

（３）債券

　　　貸付金・未収貸付金利息・未収金などの債権は回収の確実性をよく検討し次の方法による。

　　ア、期限経過の貸付金・未収貸付金及び未収金・その他一般債権は確認証を徴する。


　　イ、回収不能のものは評価損として償却する。

　　ウ、回収不能のおそれのあるものは貸倒引当金を計上して引継ぐ。

　　エ、固定化債権は極力合併までに回収につとめ、残額については担保又は保証人を徴し債権確保の措置を


　　　講ずる。


　　オ、員外貸付金及び限度外貸付金は、別途協議による。


（４）棚卸資産


　　ア、最終仕入原価法による。


　　イ、減耗数量不足は損失に計上する。


　　ウ、棚卸資産の確認は監事の交互立会による。ただし監事の交互立会は昭和４７年３月３１日とする。


（５）退職給与引当金


　　　現に在職する職員が自己の都合により昭和４７年３月３１日に退職給与規定によって計算された退職給
　　　　　　　　　　　　与金額の５０％を新組合に引継ぐ。


（６）その他の資産負債


　　ア、未払金・その他一般債務は確認証を徴する。


　　イ、簿外となっている資産の負債は適正な評価をし、財務部会の承認を経て処理方法を決定する。

　　ウ、支払義務のない負債は利益に振替計上する。


　　エ、不突合で損失とみなすべきものは損金として計上し、逆の場合は保留して益金としない。


４、欠損金の処理


　　欠損金は新組合に持込まないものとする。ただし確実な補てん計画のあるものは、新組合に引継ぐことが


　できる。

５、出資金の調整

　　出資金は現状で引継ぐ。


６、各組合の財務内容に基づく持分の算定

（１）各組合の持分調整は、純財産を求め払込出資金及び剰余金を限度として別に定める方法により最低組合


　　を１００として圧縮し、出資１口当り持分に各組合の出資口数を剰じて、各組合の持分額を算定する。


（２）固定資産の評価益及び含み益の圧縮はつぎの方法による。


　　ア、固定資産の評価益


　　　　払込出資金比率を求め最低金額を１００として率で圧縮する。


　　イ、含み益


　　　　正組合員一戸当りの含み益金額を求め最低金額を１００としてその金額（正組合員戸数×一戸当りの


　　　圧縮金額）を圧縮する。

　　ウ、含み損は含み益・剰余金・評価益の順に控除する。

　　エ、純財産の計算方法は次のとおりとする。


　　　（組合表示自己資金）払込出資金＋法定準備金＋資本積金＋特別積立金＋繰越利益剰余金＋当期利益金


　　　（含み益）負債中の含み益＋簿外資産＋貸倒引当金＋価格変動準備金


　　　（含み損）回収不能資産＋棚卸資産の評価損＋退職給与引当金不足額＋その他簿外負債


　　　（評価益）固定資産の評価益

　　　（評価損）固定資産の評価損

　　　（純財産）


７、固定資産の評価に関する専門家は次のとおりとする。

　　固定資産のうち土地は倉吉税務署長、建物及び構築物は羽合町固定資産評価員とする。　　　以　上
組合長以下


常勤理事決定
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